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12月の税務と労務12月（師走）DECEMBER

国　税／ 給与所得者の年末調整 
 今年最後の給与を支払う時

国　税／ 給与所得者の扶養控除等
（異動）申告書及び保険料
控除申告書の提出 

 今年最後の給与を支払う前日
国　税／ 11月分源泉所得税の納付 

 12月10日
国　税／ 10月決算法人の確定申告 

（法人税・消費税等） 1月4日

国　税／ 4月決算法人の中間申告 
 1月4日

国　税／ 1月、4月、7月決算法人の消
費税の中間申告（年3回の場
合） 1月4日

地方税／ 固定資産税・都市計画税（第
3期分）の納付 
 市町村の条例で定める日

労　務／ 健康保険・厚生年金保険被
保険者賞与支払届 
 支払後5日以内

　医療費控除の添付書類について、令和2年分確定申告から医療
費等の領収書の提示・提出は終了し、医療費控除の明細書又は医
療保険者等の医療費通知書のみとなります。なお、医療費控除の
明細書の記載内容を確認するため、確定申告期限等から5年間は、
税務署から領収書の提示等を求められる場合があります。
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12 月号─2

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
は

企
業
経
営
に
大
き
な
打
撃
を
与
え
て

い
ま
す
。

　
経
営
者
の
方
は
、
今
後
の
事
業
運

営
に
対
し
、
売
上
減
少
の
原
因
追
及

や
状
況
分
析
を
行
い
対
策
を
考
え
て

い
ま
す
。
い
わ
ば
収
益
構
造
の
再
構

築
で
す
が
、
こ
れ
に
は
時
間
を
要
し

ま
す
し
、
完
成
し
た
後
も
実
際
に
収

益
が
上
が
る
ま
で
に
さ
ら
に
時
間
が

か
か
り
ま
す
。

　
今
回
の
よ
う
な
長
期
間
、
売
上
が

下
が
る
状
況
下
で
は
、
ま
ず
や
ら
な

く
て
は
い
け
な
い
こ
と
と
、
Ｖ
字
曲

線
を
描
け
る
よ
う
な
収
益
構
造
の
再

構
築
と
を
分
け
て
考
え
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。
つ
ま
り
、
資
金
繰
り
を
チ

ェ
ッ
ク
し
、
事
業
再
構
築
は
、
そ
の

後
の
課
題
で
す
。

　
今
回
は
、
資
金
繰
り
対
策
の
考
え

方
を
順
を
追
っ
て
見
て
い
き
ま
す
。

手
元
資
金
の
確
保
（
そ
の
１
）

　
〜
資
金
繰
り
の
つ
け
方

　
資
金
繰
り
で
は
、
売
上
が
何
％
落

ち
た
ら
、
翌
月
、
三
ヵ
月
後
、
半
年

後
、
一
年
後
に
現
金
残
高
は
ど
う
な

る
の
だ
ろ
う
か
と
シ
ミ
ュ
レ
ー
ト
し

て
み
ま
す
。
更
に
、
最
悪
の
シ
ナ
リ

オ
で
は
ど
う
な
る
の
か
も
見
て
お
く

こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
こ
の
資
金
繰
り
を
シ
ミ
ュ
レ
ー
ト

す
る
こ
と
が
、
落
ち
着
い
た
行
動
が

と
れ
る
こ
と
に
繋
が
り
ま
す
。

　
各
社
に
よ
り
事
情
は
さ
ま
ざ
ま
で

し
ょ
う
が
、
仕
入
原
価
の
引
き
下
げ

の
交
渉
、
経
費
の
削
減
…
、
さ
ら
に

は
国
民
年
金
の
免
除
の
申
請
に
ま
で

及
び
ま
す
。

　
経
営
コ
ン
サ
ル
ト
・
A
氏
は
「
実

は
資
金
不
足
の
何
が
怖
い
か
と
い
う

と
、
社
長
が
冷
静
な
判
断
が
で
き
な

く
な
っ
て
し
ま
う
。
例
え
ば
、
親
戚
、

友
人
、
知
人
に
お
金
を
借
り
ま
く

る
、
果
て
は
街
金
に
ま
で
手
を
出
す

こ
と
」。
さ
ら
に
「
売
上
が
下
が
っ
て

手
元
資
金
が
少
な
く
な
っ
て
き
た
ら
、

商
品
の
現
金
化
、
不
要
な
資
産
の
売

却
な
ど
、
手
元
資
金
を
し
っ
か
り
さ

せ
慎
重
に
経
営
す
る
こ
と
だ
」
と
話

し
ま
す
。

手
元
資
金
の
確
保
（
そ
の
２
）

　
〜
金
融
機
関
と
の
折
衝

　
今
年
二
月
以
降
、
大
企
業
、
中
小

企
業
を
問
わ
ず
資
金
確
保
の
た
め
多

く
の
企
業
は
金
融
機
関
に
対
し
、
借

入
れ
申
込
み
を
行
い
ま
し
た
。

　
金
融
機
関
で
は
、
こ
れ
ら
の
申

込
み
の
中
に
は
「
融
資
を
実
行
す
る

か
、
否
か
の
判
断
に
迷
う
案
件
」
が

多
か
っ
た
と
言
い
ま
す
。
こ
れ
は
申

込
者
の
〝
事
業
性
評
価
〞
に
対
す
る

判
断
か
ら
く
る
も
の
で
、
企
業
は
事

業
の
運
転
資
金
の
申
込
み
で
あ
る
と

主
張
す
る
の
に
対
し
、
金
融
機
関
は

長
期
運
転
資
金
に
な
る
の
で
は
な
い

か
等
、
評
価
に
食
い
違
い
が
生
じ
る

た
め
で
す
。

　
経
営
運
転
資
金
（
正
常
運
転
資

金
）
と
赤
字
補
填
資
金
と
か
、
滞
り

債
務
資
金
（
長
期
運
転
資
金
）
で
は

意
味
が
大
き
く
異
な
り
ま
す
。

　
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
後
述
の
A

小
売
店
と
金
融
機
関
の
折
衝
を
見
て

い
た
だ
く
と
理
解
し
易
く
な
り
ま
す
。

　
い
ず
れ
に
せ
よ
、
経
営
運
転
資
金

は
収
益
弁
済
で
あ
る
一
方
、
赤
字
補

填
資
金
は
資
金
繰
り
弁
済
に
な
り
ま

す
。

　「
資
金
繰
り
弁
済
」
は
、
減
価
償

却
費
＋
経
常
利
益
の
金
額
よ
り
元
金

返
済
金
額
の
ほ
う
が
多
い
の
で
更
な

る
資
金
不
足
が
生
じ
て
き
ま
す
。よ
っ

て
そ
の
不
足
分
を
会
社
は
ま
た
借
入

で
賄
う
こ
と
に
な
っ
て
く
る
可
能
性

が
出
て
き
ま
す
。

手
元
資
金
の
確
保
（
そ
の
３
）

　
〜
更
な
る
金
融
機
関
と
の
折
衝

　「
資
金
繰
り
が
よ
う
や
く
落
ち
着

い
て
き
た
。
そ
し
て
今
後
の
収
益
構

造
に
つ
い
て
事
業
計
画
を
考
え
、
実

行
に
移
そ
う
と
し
て
い
る
が
、
そ
れ

に
は
更
に
資
金
面
の
安
定
を
図
り
た

い
」。
こ
の
よ
う
な
場
合
の
対
処
に

つ
い
て
、
事
例
を
見
な
が
ら
話
を
進

め
る
こ
と
に
し
ま
す
。

　
表
２
は
A
小
売
店
の
現
状
、
表
３

は
同
店
の
金
融
機
関
折
衝
後
の
財
務

状
態
を
表
し
た
も
の
で
す
。

　
A
小
売
店
は
、
現
状
は
な
ん
と

か
黒
字
を
維
持
。
ま
た
借
入
金
に
つ

い
て
は
す
べ
て
長
期
借
入
（
証
書
借

入
）
で
す
。
つ
ま
り
、
金
融
機
関
か

ら
み
る
と
証
書
貸
付
で
す
（
表
１
の

注
１
）。

　
さ
て
、
A
小
売
店
は
年
間
六
〇
〇

今こそ考えたい～

資金繰り
重視の経営



3─12月号

万
円
返
済
の
約
定
で
、
当
期
利
益

二
五
〇
万
円
プ
ラ
ス
減
価
償
却
費

二
五
〇
万
円
、
合
計
五
〇
〇
万
円

（
A
小
売
店
返
済
可
能
金
額
）
を
超

え
ま
す
。
結
果
、
常
に
キ
ャ
ッ
シ
ュ

フ
ロ
ー
上
、現
金
不
足
が
生
じ
易
い
。

し
か
も
、
現
預
金
不
足
が
生
じ
る
と

借
り
換
え
支
援
と
し
て
一
〇
〇
万
円

の
申
込
み
を
行
う
（
表
２
の
注
２
）

こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
そ
こ
で
、
A
小
売
店
は
金
融
機

関
に
対
し
て
、
将
来
的
に
安
定
し
た

収
益
力
を
持
続
で
き
る
旨
を
説
明
。

　
金
融
機
関
は
、
A
小
売
店
の
要

請
に
応
じ
て
経
常
運
転
資
金
一
、〇

〇
〇
万
円
（
月
商
五
〇
〇
万
円
×

二
ヵ
月
分
）
を
短
期
継
続
融
資
（
表

１
の
注
３
、
利
息
は
付
き
ま
す
が
元

金
の
返
済
は
無
し
）
と
長
期
借
入
金

二
、〇
〇
〇
万
円
に
区
分
し
、
借
り

換
え
支
援
を
行
い
ま
し
た
。

　
こ
の
後
の
A
小
売
店
の
状
況
で

す
が
、
当
期
利
益
二
五
〇
万
円
プ
ラ

ス
減
価
償
却
費
二
五
〇
万
円
、
合
計

五
〇
〇
万
円
と
変
わ
ら
な
い
も
の
の
、

返
済
額
は
四
〇
〇
万
円
で
キ
ャ
ッ

シ
ュ
フ
ロ
ー
上
、
現
金
一
〇
〇
万
円

が
増
加
し
て
資
金
繰
り
が
安
定
し
ま

し
た
。

▼
補
足

　
こ
こ
で「
信
用
保
証
付
長
期
融
資
」

を
「
短
期
継
続
融
資
」
へ
切
り
換
え

る
こ
と
の
重
要
性
に
つ
い
て
説
明
し

て
お
き
ま
す
。

　
表
３
の
よ
う
に
、
不
良
化
流
動
資

産
を
切
り
分
け
た
後
の
経
常
運
転
資

金
は
、
資
金
価
値
の
あ
る
流
動
資
産

で
裏
付
け
さ
れ
て
お
り
、
金
融
機
関

か
ら
見
れ
ば
安
全
な
融
資
で
あ
る
こ

と
か
ら
本
来
、
担
保
も
保
証
も
必
要

が
な
い
と
言
え
ま
す
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
融
資
の
現
場
で

行
わ
れ
て
い
る
こ
と
は
、
経
常
運
転

資
金
に
ま
で
長
期
運
転
資
金
と
し

て
、
信
用
保
証
協
会
付
き
の
長
期
貸

出
に
な
っ
て
い
る
場
合
が
多
い
で
す
。

　
こ
の
状
況
を
言
い
換
え
る
と
、
過

剰
な
約
定
弁
済
で
事
業
会
社
の
資
金

繰
り
が
圧
迫
さ
れ
て
い
る
と
指
摘
で

き
ま
す
。

　
中
小
企
業
経
営
者
の
皆
様
が
、
自

信
を
も
っ
て
金
融
機
関
と
の
折
衝
に

臨
ま
れ
る
こ
と
を
期
待
し
ま
す
。

表1　運転資金の区分

資金の種類 特　性 特性に合わせた融資制度 融資方法 返済財源

運転資金
（経常運転資金）

・ 仕入資金の決済が売上代
金の回収日より先に到来
するため、常に発生する
・ 売上が伸びれば、増加運
転資金が必要となる

短期融資であるが機動的
に借入返済を行う融資

手形貸付、当座借越契
約等を活用した短期継
続融資制度（通称：短
期コロガシ）

短期継続支援を受ける
ことが出来れば、税引
前利益（経常運転資金
から元金の返済がな
い）注３

長期運転資金
（赤字補填資金）

売上が事業計画に未達の場
合に発生する

税務上の繰越欠損金の期
間内で、経営改善により
黒字化し赤字解消

証書貸付　注１ 税引前利益（元金の返
済がある）

表２　Ａ小売店の現状 B/S （単位：千円）
〔流動資産〕　 〔流動負債〕
現預金 2,000

〔固定負債〕
長期借入金 30,000
（年間返済額：6,000）

売上高 60,000
減価償却費 2,500
当期利益 2,500 注２

借り換え支援：01,000
簡易キャッシュフロー 5,000 長期借入金：30,000
１年間返済金 -6,000
預金減少額 -1,000

表３　A小売店の借り換え支援後 B/S （単位：千円）
〔流動資産〕 〔流動負債〕
現預金 3,000 〔短期継続資金 10,000

〔固定負債〕
〔長期借入金 20,000
（年間返済額：4,000）

P/L
売上高 60,000 経常運転資金
減価償却費 2,500 月商２ヵ月：10,000
当期利益 2,500

借り換え支援：00,000
簡易キャッシュフロー 5,000 短期継続資金：10,000
1 年間返済金 -4,000 長期借入金：20,000
預金増加額 1,000
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年
末
調
整
は
、
給
与
の
支
払
者
が

給
与
の
支
払
い
を
受
け
る
一
人
一
人

に
つ
い
て
、
毎
月
の
給
与
や
賞
与
な

ど
の
支
払
の
際
に
源
泉
徴
収
し
た
税

額
と
、
そ
の
年
の
給
与
の
税
額
に
つ

い
て
、
納
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
税

額
（
年
税
額
）
と
を
比
べ
て
、
過
不

足
を
精
算
す
る
も
の
で
す
。

◎
令
和
二
年
分
の
主
な
留
意
点

1
　
基
礎
控
除
の
見
直
し

　
基
礎
控
除
額
（
三
八
万
円
）
に
つ

い
て
、
合
計
所
得
金
額
が
「
二
、四

〇
〇
万
円
以
下
」
の
控
除
額
が
四
八

万
円
に
一
〇
万
円
引
き
上
げ
ら
れ
た

一
方
、「
二
、四
〇
〇
万
円
超
二
、

四
五
〇
万
円
以
下
」
は
三
二
万
円
、

「
二
、四
五
〇
万
円
超
二
、五
〇
〇
万

円
以
下
」
は
一
六
万
円
と
段
階
的
に

減
額
さ
れ
、
二
、五
〇
〇
万
円
を
超

え
る
と
基
礎
控
除
の
適
用
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
な
く
な
り
ま
し
た
。

２
　
子
ど
も
・
特
別
障
害
者
等
を
有

す
る
者
等
の
所
得
金
額
調
整
控
除

の
創
設

　
そ
の
年
の
給
与
の
収
入
金
額
が
八

五
〇
万
円
を
超
え
る
所
得
者
で
、
特

別
障
害
者
に
該
当
す
る
人
又
は
年
齢

二
三
歳
未
満
の
扶
養
親
族
を
有
す
る

人
若
し
く
は
特
別
障
害
者
で
あ
る
同

一
生
計
配
偶
者
若
し
く
は
扶
養
親
族

を
有
す
る
人
の
総
所
得
金
額
を
計
算

す
る
場
合
に
は
、
給
与
の
収
入
金
額

（
そ
の
給
与
の
収
入
金
額
が
一
、〇
〇

〇
万
円
超
の
場
合
は
、
一
、〇
〇
〇

万
円
）
か
ら
八
五
〇
万
円
を
控
除
し

た
金
額
の
一
〇
％
相
当
の
金
額
を
給

与
所
得
金
額
か
ら
控
除
し
ま
す
。

３
　
給
与
所
得
控
除

　
給
与
所
得
控
除
が
表
1
の
と
お
り

見
直
さ
れ
、
給
与
収
入
が
八
五
〇
万

円
を
超
え
る
と
一
九
五
万
円
が
上
限

と
な
り
ま
す
。

４
　
各
種
控
除
等
を
受
け
る
た
め
の

扶
養
親
族
等
の
合
計
所
得
金
額
要

件
等
の
改
正

　
扶
養
親
族
、
配
偶
者
特
別
控
除
の

対
象
と
な
る
配
偶
者
、
勤
労
学
生
等

の
合
計
所
得
金
額
要
件
が
各
一
〇
万

円
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
（
表
2
参

照
）。

５
　
ひ
と
り
親
控
除
の
創
設
等

⑴
　
未
婚
の
場
合
も
適
用

　
現
に
婚
姻
を
し
て
い
な
い
者
の
う

ち
次
に
掲
げ
る
要
件
を
全
て
満
た
す

も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
三
五
万
円

の
所
得
控
除
が
で
き
ま
す
。

①
　
そ
の
者
と
生
計
を
一
に
す
る
子

（
総
所
得
金
額
等
合
計
額
が
四
八

万
円
以
下
の
者
）
を
有
す
る
こ
と

②
　
合
計
所
得
金
額
が
五
〇
〇
万
円

以
下
で
あ
る
こ
と

③
　
住
民
票
の
続
柄
の
記
載
が
次
の

い
ず
れ
か
で
あ
る
こ
と

・
そ
の
者
が
世
帯
主
で
あ
る
場
合

に
は
、
同
一
世
帯
に
世
帯
主
と

の
続
柄
と
し
て
妻
（
未
届
）
又

は
夫
（
未
届
）
の
記
載
の
あ
る

者
が
い
な
い
こ
と

・
そ
の
者
が
世
帯
主
で
な
い
場
合

に
は
、
そ
の
者
の
住
民
票
に
世

帯
主
と
の
続
柄
と
し
て
妻
（
未

届
）
又
は
夫
（
未
届
）
の
記
載

が
さ
れ
て
い
な
い
こ
と

⑵
　
寡
婦
（
寡
夫
）
控
除
の
見
直
し

①
　
従
来
の
寡
婦
控
除
の
特
例
が
廃

止
さ
れ
、
合
計
所
得
金
額
が

五
〇
〇
万
円
以
下
で
あ
る
こ
と
が

要
件
と
な
り
ま
し
た
。

②
　
生
計
を
一
に
す
る
子
を
有
す
る

寡
婦
（
寡
夫
）
控
除
が
ひ
と
り
親

控
除
に
な
り
、
男
女
共
三
五
万
円

に
な
り
ま
し
た
。

６
　
手
続
き
の
電
子
化

　
生
命
保
険
料
控
除
、
地
震
保
険
料

控
除
及
び
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除

に
係
る
控
除
証
明
書
等
に
つ
い
て

は
、
電
磁
的
方
法
に
よ
る
提
供
が
可

能
と
な
り
ま
し
た
。

表２
扶養親族等の区分 合計所得金額要件

同一生計配偶者 48万円以下

扶養親族 48万円以下

源泉控除対象配偶者 95万円以下

配偶者特別控除の対
象となる配偶者※

48万円超
133 万円以下

勤労学生 75万円以下

※ 　配偶者特別控除額の算定の基礎とな
る配偶者の合計所得金額の区分につい
ても、それぞれ 10 万円引き上げられて
います。

表１

給与の収入金額（A） 給与所得控除額

162万5,000円以下 55万円

162万5,000円超　180万円以下 A×40％－10万円

180万円超　360万円以下 A×30％＋８万円

360万円超　660万円以下 A×20％＋44万円

660万円超　850万円以下 A×10％＋110万円

850万円超 195万円

令
和
二
年
分

年
末
調
整
の

ポ
イ
ン
ト

令
和
二
年
分

年
末
調
整
の

ポ
イ
ン
ト



5─12月号

所得控除額一覧表（抜粋）

【社会保険料控除額】
支払った又は給与から控除された社会保険料の合計額

【小規模企業共済等掛金控除額】
　（独）中小企業基盤整備機構に支払った共済掛金（旧第二種共済掛金は生命保険料控除の対象）、確
定拠出年金法に規定する企業型年金加入者掛金又は個人型年金加入者掛金、地方公共団体が実施する
心身障害者扶養共済掛金との合算額

【生命保険料控除額】
保険等の種類 旧契約 新契約 両方適用する場合

一般の生命保険料 最高 5万円 最高 4万円 最高 4万円 ※ 2
個人年金保険料 最高 5万円 最高 4万円 最高 4万円 ※ 2
介護医療保険料 ― 最高 4万円 ―
合計適用限度額 最高 12 万円

※１ 　旧契約とは、平成 23 年 12 月 31 日以前に締結した保険契約等、新契約とは、平成 24 年 1 月
1日以後に締結した保険契約等をいいます。

※２ 　一般の生命保険料及び個人年金保険料の控除額の計算において、新契約と旧契約の両方を支払っ
ている場合でも、旧契約分のみ計算した場合の控除額（最高 5万円）が、両方がある場合の控除額（最
高 4万円）よりも大きい場合には、旧契約分のみ適用を受けることにより、最高 5万円の生命保険
料控除を受けることができます（この場合であっても、合計適用限度額は最高 12 万円です）。

【地震保険料控除額】

地震保険料の額（最高50,000円） ＋

旧長期損害保険契約の支払保険料
① 10,000 円までの場合……支払保険料の全額
② 10,000 円を超える場合
　　　　　……支払保険料× 1/2 ＋ 5,000 円
　　　　　　　（最高 15,000 円）

※地震保険と旧長期損害保険の両方の控除額がある場合は、その合計額（最高 50,000 円）

障害者控除額 障害者 1人につき…………270,000 円
特別障害者 1人につき……400,000 円（同居特別障害者の場合 750,000 円）

寡婦控除額 270,000 円（いわゆる「ひとり親」に該当せず、合計所得金額 500 万円以下の者。
夫と死別の場合は扶養親族要件なし、夫と離婚の場合は扶養親族要件あり）

ひとり親控除額 350,000 円

勤労学生控除額 270,000 円

配　偶　者
控　除　額

一般の控除対象配偶者 最高 380,000 円

老人控除対象配偶者 最高 480,000 円

※ 　控除対象配偶者、控除対象扶養親族……所得
者と生計を一にする配偶者その他の親族、都道
府県知事から養育を委託された児童（いわゆる
里子）及び養護老人のうち、所得金額の合計額
（繰越損失控除前）が 48 万円以下の者（青色
事業専従者又は白色事業専従者とされる者を除
く）。
※ 　特定扶養親族……控除対象扶養親族のうち、
平成 10 年 1 月 2 日から平成 14 年 1 月 1 日ま
での間に生まれた者（年齢 19 歳以上 23 歳未
満の者）。
※ 　老人控除対象配偶者、老人扶養親族……昭
和 26 年 1 月 1日以前生まれ（年齢 70 歳以上）
の控除対象配偶者、控除対象扶養親族。
※ 　同居特別障害者……控除対象配偶者や扶養親
族が、特別障害者に該当し、かつ、その者が所
得者又は所得者と生計を一にする親族のいずれ
かと同居を常況としている者。
※ 　同居老親等……老人扶養親族のうち、所得者
又はその配偶者の直系尊属で、所得者又はその
配偶者のいずれかと同居を常況としている者。

配　偶　者
特別控除額

配偶者の合計所得金額が
48 万円超 133 万円以下 最高 380,000 円

扶養控除額

一般の控除
対象扶養親族

16 歳以上
19 歳未満

380,000 円
23 歳以上
70 歳未満

特定扶養親族 19 歳以上
23 歳未満 630,000 円

老人扶養親族
同居老親等以外 480,000 円

同居老親等 580,000 円

基礎控除額 最高 480,000 円

◎ 税額控除である「住宅借入金等特別控除」については、給与所得者の場合、確定申告をした年分の
翌年以降の年分に、年末調整で適用を受けることができます。



12 月号─6

　
雇
用
保
険
の
失
業
等
給
付
に
は
、

失
業
さ
れ
た
方
が
、
安
定
し
た
生
活

を
送
り
つ
つ
、
一
日
も
早
く
再
就
職

で
き
る
よ
う
求
職
活
動
を
支
援
す
る

た
め
の
給
付
と
し
て
、「
求
職
者
給

付
」
が
あ
り
ま
す
。

　「
求
職
者
給
付
」
に
は
、
一
般
被

保
険
者
に
対
す
る
「
基
本
手
当
」、

高
年
齢
被
保
険
者
（
六
十
五
歳
以
上

で
あ
っ
て
短
期
雇
用
特
例
被
保
険
者

及
び
日
雇
労
働
被
保
険
者
以
外
の

者
）
に
対
す
る
「
高
年
齢
求
職
者
給

付
金
」、
短
期
雇
用
特
例
被
保
険
者

（
季
節
的
業
務
に
期
間
を
定
め
て
雇

用
さ
れ
て
い
る
者
等
）に
対
す
る「
特

例
一
時
金
」
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

　
今
回
は
基
本
手
当
（
い
わ
ゆ
る
失

業
手
当
）
を
中
心
に
、
Q
＆
A
形
式

で
そ
の
内
容
や
手
続
き
を
説
明
し
ま

す
。
















　
基
本
手
当
は
会
社
を
退
職

す
る
と
誰
で
も
受
け
ら
れ
る

も
の
で
し
ょ
う
か
？

　
退
職
す
れ
ば
必
ず
受
け
ら

れ
る
も
の
で
は
な
く
、
一
定

の
要
件
を
満
た
し
た
場
合
に
の
み
受

給
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
















　
受
給
要
件
は
ど
の
よ
う
な

も
の
で
し
ょ
う
か
？

　
基
本
手
当
は
、
一
定
の
被

保
険
者
期
間
や
失
業
の
状
態

に
あ
る
こ
と
が
受
給
の
た
め
の
要
件

と
さ
れ
ま
す
。

㈠

　被
保
険
者
期
間

　
原
則
と
し
て
、
離
職
前
二
年
間
に

被
保
険
者
期
間
泫
が
一
二
か
月
以
上

必
要
で
す
。

　
た
だ
し
、
倒
産
・
解
雇
等
の
理
由

に
よ
り
離
職
し
た
場
合
や
、
期
間
の

定
め
の
あ
る
労
働
契
約
が
更
新
さ
れ

な
か
っ
た
こ
と
そ
の
他
や
む
を
得
な

い
理
由
に
よ
り
離
職
し
た
場
合
は
、

離
職
前
一
年
間
に
被
保
険
者
期
間
が

通
算
し
て
六
か
月
以
上
必
要
で
す
。

泫

　被
保
険
者
期
間
の
算
定
方
法

　
被
保
険
者
期
間
と
は
、
離
職
日
か

ら
遡
っ
て
一
か
月
ご
と
に
区
切
っ
た

期
間
に
、
賃
金
支
払
い
の
基
礎
と
な

る
日
数
が
十
一
日
以
上
あ
る
月
、
ま

た
は
賃
金
支
払
の
基
礎
と
な
っ
た
労

働
時
間
数
が
八
〇
時
間
以
上
あ
る
月
※

を
一
か
月
と
し
て
計
算
し
ま
す
。

※
　
令
和
二
年
八
月
一
日
よ
り
追
加

さ
れ
た
算
定
方
法
で
す
。

　
な
お
、
離
職
前
二
年
間
（
倒
産
・

解
雇
等
の
場
合
は
一
年
間
）
に
疾

病
、
負
傷
、
出
産
、
育
児
な
ど
の
理

由
に
よ
り
引
き
続
き
三
〇
日
以
上
賃

金
の
支
払
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な

か
っ
た
場
合
は
、
こ
れ
ら
の
理
由
に

よ
り
賃
金
の
支
払
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
な
か
っ
た
日
数
を
加
え
た
期
間

（
加
算
後
の
期
間
が
四
年
間
を
超
え

る
と
き
は
四
年
間
が
最
長
）
に
よ
り

受
給
に
必
要
な
被
保
険
者
期
間
が
あ

る
か
判
断
し
ま
す
。

㈡

　失
業
の
状
態

　
基
本
手
当
は
、
雇
用
の
予
約
や
就

職
が
内
定
及
び
決
定
し
て
い
な
い
失

業
の
状
態
に
あ
る
方
に
の
み
支
給
さ

れ
ま
す
。
失
業
の
状
態
と
は
、
次
の

条
件
を
全
て
満
た
す
場
合
を
い
い
ま

す
。

・
　
積
極
的
に
就
職
し
よ
う
と
す
る

意
思
が
あ
る
こ
と
。

・
　
い
つ
で
も
就
職
で
き
る
能
力

（
健
康
状
態
・
環
境
な
ど
）
が
あ

る
こ
と
。

・
　
積
極
的
に
仕
事
を
探
し
て
い
る

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
現
在
職
業
に

就
い
て
い
な
い
こ
と
。

　
こ
の
た
め
、
妊
娠
、
出
産
、
育
児

や
病
気
、
ケ
ガ
で
す
ぐ
に
就
職
で
き

な
い
（
こ
の
場
合
は
、
受
給
期
間
の

延
長
制
度
泫
が
あ
り
ま
す
）、
就
職

す
る
つ
も
り
が
な
い
、
家
事
に
専

念
、
学
業
に
専
念
、
会
社
な
ど
の
役

員
に
就
任
し
て
い
る
（
活
動
や
報
酬

が
な
い
場
合
は
、
住
居
所
を
管
轄
す

る
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
ご
確
認
く
だ
さ

い
）、
自
営
業
の
方
な
ど
は
、
受
給

す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。

泫

　受
給
期
間
の
延
長

　
基
本
手
当
を
受
け
る
こ
と
が
で
き

る
期
間
は
、
離
職
日
の
翌
日
か
ら
一

年
間
に
限
ら
れ
て
お
り
、
こ
れ
を
受

給
期
間
と
い
い
ま
す
。

　
離
職
日
の
翌
日
か
ら
一
年
以
内
に

三
〇
日
以
上
継
続
し
て
職
業
に
就
く

こ
と
が
で
き
な
い
場
合
は
、
受
給
期

間
の
延
長
申
請
を
行
う
こ
と
で
、
本

来
の
受
給
期
間
一
年
に
働
け
な
い
日

数
を
加
え
る
こ
と
が
で
き
、
職
業
に

就
く
こ
と
が
で
き
る
状
態
に
な
っ
た

後
に
、
受
給
手
続
が
で
き
ま
す
。
















　
受
給
す
る
に
は
ど
の
よ
う

な
こ
と
を
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
か
？

雇
用
保
険
の

基
本
手
当
Q
＆
A

（
制
度
改
正
案
内
を
含
む
）

Q 1Q 2

Q 3

A 1A 2



7─12月号

　
受
給
手
続
を
し
た
日
か

ら
、
原
則
と
し
て
四
週
間
に

一
回
の
失
業
認
定
日
（
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
に
指
定
さ
れ
た
日
）
に
住
居
所
を

管
轄
す
る
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
行
き
、

失
業
し
て
い
る
こ
と
の
認
定
を
受
け

て
支
給
さ
れ
ま
す
。

　
な
お
、
基
本
手
当
を
受
け
る
た
め

に
必
要
な
書
類
（
離
職
票
と
い
い
、

退
職
後
に
会
社
を
経
由
し
て
交
付
さ

れ
ま
す
）
を
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
提
出

し
て
か
ら
七
日
間
は
待
期
期
間
と
さ

れ
、こ
の
期
間
は
支
給
さ
れ
ま
せ
ん
。

ま
た
、
正
当
な
理
由
の
な
い
自
己
都

合
に
よ
る
離
職
等
に
よ
り
給
付
制
限

を
受
け
る
場
合
、
給
付
制
限
期
間
が

経
過
し
た
後
の
認
定
日
か
ら
支
給
と

な
り
ま
す
。

　
な
お
、
従
来
の
給
付
制
限
期
間
は

「
三
か
月
」と
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、

令
和
二
年
十
月
一
日
以
降
に
離
職
さ

れ
た
方
は
、
正
当
な
理
由
が
な
い
自

己
都
合
に
よ
り
退
職
し
た
場
合
で
あ

っ
て
も
、
五
年
間
の
う
ち
二
回
ま
で

は
給
付
制
限
期
間
が
「
二
か
月
」
と

な
り
ま
す
。

　
た
だ
し
、
直
近
の
離
職
日
か
ら
遡

っ
た
五
年
間
に
、
令
和
二
年
十
月
一

日
以
降
の
自
己
都
合
退
職
が
二
回
以

上
あ
る
と
き
は
、
従
来
ど
お
り
三
か

月
の
給
付
制
限
期
間
で
す
。

　
ま
た
、
自
己
の
責
め
に
帰
す
べ
き

重
大
な
理
由
で
退
職
さ
れ
た
方
の
給

付
制
限
期
間
に
つ
い
て
は
、
従
来
ど

お
り
三
か
月
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
















　
基
本
手
当
は
何
日
分
受
給

で
き
る
の
で
し
ょ
う
か
？
。

　
基
本
手
当
の
所
定
給
付
日

数
は
、
雇
用
保
険
の
被
保
険

者
で
あ
っ
た
期
間
、
年
齢
、
離
職
理

由
、
就
職
困
難
者
で
あ
る
か
否
か
に

よ
っ
て
決
定
し
ま
す
。

　
自
己
都
合
退
職
者
の
場
合
、
被
保

険
者
で
あ
っ
た
期
間
（
賃
金
支
払
基

礎
日
数
一
一
日
以
上
等
の
要
件
は
あ

り
ま
せ
ん
。）
で
決
定
し
、
九
〇
日

か
ら
一
五
〇
日
の
範
囲
と
さ
れ
て
い

ま
す
。

　
倒
産
や
解
雇
等
の
理
由
に
よ
り
離

職
し
た
方
（
特
定
受
給
資
格
者
）
ま

た
は
期
間
の
定
め
の
あ
る
労
働
契
約

が
更
新
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
に
よ
り

離
職
し
た
方
（
一
部
の
「
特
定
理
由

離
職
者
」
に
該
当
す
る
方
）
に
つ
い

て
は
、
所
定
給
付
日
数
が
手
厚
く
な

る
場
合
が
あ
り
、
年
齢
と
被
保
険
者

で
あ
っ
た
期
間
に
よ
り
九
〇
日
か
ら

三
三
〇
日
の
範
囲
で
決
定
さ
れ
ま

す
。

　
障
害
者
等
の
就
職
が
困
難
な
方
も

所
定
給
付
日
数
が
手
厚
く
設
定
さ

れ
、
年
齢
と
被
保
険
者
で
あ
っ
た
期

間
に
よ
り
一
五
〇
日
か
ら
三
六
〇
日

の
範
囲
で
決
定
さ
れ
ま
す
。
















　
基
本
手
当
は
、
一
か
月
で

ど
の
程
度
受
給
で
き
る
の
で

す
か
？

　
正
確
な
金
額
は
住
居
所
を

管
轄
す
る
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に

提
出
し
た
離
職
票
に
基
づ
き
計
算
さ

れ
ま
す
が
、
給
与
の
総
支
給
額
に
よ

り
概
ね
以
下
の
と
お
り
で
す
（
厚
生

労
働
省
H
P
よ
り
）。

・
　
平
均
し
て
月
額
一
五
万
円
程
度

の
場
合
、
支
給
額
は
月
額
一
一
万

円
程
度

・
　
平
均
し
て
月
額
三
〇
万
円
程
度

の
場
合
、
支
給
額
は
月
額

一
六
・
五
万
円
程
度
（
離
職
時
の

年
齢
が
六
〇
歳
以
上
六
五
歳
未
満

の
方
は
月
額
一
三
・
五
万
円
程
度
）

※
　
お
お
よ
そ
の
計
算
式
は
、（
離

職
前
六
か
月
の
給
与
支
給
額
の

合
計
／
一
八
〇
）
×
給
付
率
で

す
。
給
付
率
は
、
離
職
時
の
年

齢
、
賃
金
に
よ
り
、
四
五
％
〜

八
〇
％
に
な
り
ま
す
。

※
　
給
付
額
に
は
、
上
限
・
下
限

が
あ
り
ま
す
。
















　
失
業
の
認
定
日
か
ら
ど
の

く
ら
い
で
、
基
本
手
当
は
口

座
に
入
金
さ
れ
ま
す
か
？

　
失
業
の
認
定
日
の
約
七
日

後
に
、
受
給
手
続
時
に
指
定

し
た
口
座
に
振
り
込
ま
れ
ま
す
。
















　
失
業
中
は
求
職
活
動
を
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
か
？

　
原
則
と
し
て
、
前
回
の
認

定
日
か
ら
今
回
の
認
定
日
の

前
日
ま
で
（
二
八
日
間
）
に
二
回
以

上
の
求
職
活
動
が
必
要
で
す
。

　
求
職
活
動
の
実
績
に
該
当
す
る
も

の
と
し
て
、
求
人
へ
の
応
募
、
ハ
ロ

ー
ワ
ー
ク
等
が
行
う
職
業
相
談
・
職

業
紹
介
等
、
許
可
・
届
出
が
あ
る
民

間
機
関
が
行
う
職
業
相
談
・
職
業
紹

介
等
、
公
的
機
関
等
が
行
う
各
種
講

習
・
セ
ミ
ナ
ー
、
個
別
相
談
が
で
き

る
企
業
説
明
会
等
の
受
講
な
ど
が
あ

り
ま
す
。

　
単
な
る
職
業
紹
介
機
関
へ
の
登

録
、
知
人
へ
の
紹
介
依
頼
、
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
・
新
聞
・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

等
で
の
求
人
情
報
閲
覧
等
だ
け
で

は
、
求
職
活
動
実
績
に
は
該
当
し
ま

せ
ん
。
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　天気というのは、すなわち大気の状態の
ことですから、これを物理的に解析し、「解」
を求めることをします。
　「数値シュミレーション」と言う計算を
しますが、計算が膨大にな
るのでスーパーコンピュー
タが用いられます。
　天気予報の難しさは、初
期値のわずかな誤差が最終
的に大きなズレとなってし
まう“バタフライ効果”と
いう特性を持っていること
です。スーパーコンピュー
タをもってしても、2週間
以上先の天気を正確に予報
することはほぼ不可能とい
うことです。
　現在のところスーパーコ
ンピュータによる数値予報

の的中率は70％と言われています。ただ
し、発表する天気予報は、その地域の気象
特性を知る各気象台の予報官が数値予報を
補正します。これらから天気予報の的中率
はこの10年間を見ても上がってきている
ことがわかります（図参照）。

天気予報の精度

　新型コロナウイルスの感染流行にともな
う経済活動の停滞で、世界的にベーシック
インカム（BI）がさらに注目を集めていま
す。日本でも4月20日、特別定額給付金
として10万円の現金給付が実施されたこ
とをきっかけとして、にわかにBIの期待
が高まりました。
　10万円の現金給付は、極めて限られた
ものであるとしても、日本におけるBI導
入の「実験」といってよいかも知れません。
　BIとは、すべての人に個人単位で、資
力調査や労働要件を課さずに無条件で給付
されるお金のことです。
　1960年代から70年代にかけて、一時
的に保証所得（BIの広義の意味）が広く議
論されましたが、BIの取り組みが政策課
題としてマスコミをにぎわしてきたのはこ
の10年間です。
　人工知能の技術革新による雇用の縮小と
いった議論等の最中にBIを考える機会が
今後、増えることが予想されます。

ベーシックインカム（BI）
　今
年
七
月
二
十
二
日
か
ら
始
ま
っ

た
「
G
O
T
O
ト
ラ
ベ
ル
」
に
関
し

て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
感
染
症
が
収
束

し
て
い
な
い
中
で
も
あ
り
、「
こ
の

施
策
は
、
ト
ラ
ブ
ル
を
起
こ
す
だ
け

だ
〝
G
O
T
O
ト
ラ
ブ
ル
〞
で
は
な

い
か
」な
ど
の
意
見
も
あ
り
ま
し
た
。

　と
こ
ろ
で
、「
ト
ラ
ベ
ル
」
と
「
ト

ラ
ブ
ル
」
は
、
何
か
同
じ
響
き
が
あ

り
ま
す
。

　ト
ラ
ベ
ル
（
T
R
A
V
E
L
）
の

語
源
は
「
仕
事
、
苦
し
い
こ
と
」
等

の
意
味
を
持
つ
そ
う
で
す
。

　現
在
は
ト
ラ
ベ
ル
（
旅
行
）
と
言

え
ば
楽
し
い
イ
メ
ー
ジ
で
す
が
、
昔

は
旅
と
い
う
も
の
に
は
大
変
な
苦
労

が
つ
い
て
回
っ
た
の
で
し
ょ
う
。

　今
で
も
ト
ラ
ベ
ル
は
、
あ
る
程
度

の
距
離
が
あ
る
旅
行
に
対
し
使
わ
れ

ま
す
。
旅
行
に
は
苦
労
も
あ
る
と
考

え
て
よ
さ
そ
う
で
す
。

　と
は
言
え
、「
G
O
T
O
ト
ラ
ベ

ル
」
が
景
気
回
復
の
一
助
と
な
る
こ

と
に
期
待
し
た
い
と
こ
ろ
で
す
。

「
ト
ラ
ベ
ル
」
と
「
ト
ラ
ブ
ル
」

東京地方の予報精度（夕方発表の明日予報）
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